様式５号、プロジェクトスペース入居申込書

ものづくり研究開発センタープロジェクトスペース入居申込書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公益財団法人　富山県新世紀産業機構理事長　殿

　　　　　　　　　　　　申込者
　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所
　　　　　　　　　　　　　法人又はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの名称
　　　　　　　　　　　　　代表者又は個人の氏名　　　　　　　　　㊞

プロジェクトスペースに次のとおり入居したいので、申し込みます。

	入居希望スペース番号
	　　　　　　　　号

	入居希望期間
	令和　　年　　月　　日から
令和　　年　　月　　日まで

	使用責任者氏名
	


	使用責任者電話番号
	


	共同入居者（法人または機関の名称）
※単独企業入居の場合は記入の必要はありません
	

	
	

	
	


　　
添付書類
　　１　住民票の写し又は法人の登記事項証明書
　　　　（代表者以外の共同入居者もそれぞれ提出してください。）
　　２　その他理事長が必要と認める書類


様式６号、共同研究構成員の概要書
１、企業概要
企業概要書
	企　業　名
	　
	連絡先
	Tel：
Fax：

	本社所在地
	〒

	代　表　者
役職・氏名
	代表取締役 

	主な事業所
とその所在
都道府県名称
	





	主な出資者
（出資比率）

※出資比率の高い者から記載

※大企業は
【　】に◎を記載
	【　】
【  】
【　】
【　】
	


	資  本  金
	万円
	
	
	

	従業員数
（うち研究員数）
	人
（　　人）
	中小企業は○を
記載
	

	設 立 年 月 日
	
	主な事業
の業種名
	

	過去３年産学官
共同研究経験
	           　　　件
	
	

	
	
	主な製品・
サービス等
	

	参加団体
	 　　

	過去３年間
参加研究会
	 　　



＜添付書類＞
・会社案内（参加者を含む。）
・製品（商品）カタログ
※代表者以外の参加者もそれぞれ記載してください。



２、共同研究従事者一覧

	　研究実施機関の名称（機関名）：

	研究員等氏名
	役　職
	研究分担
	研究に関する経歴

	
	
	
	

	研究実施機関の名称（機関名）：

	
	
	
	

	研究実施機関の名称（機関名）：

	
	
	
	



＜添付資料＞
・大学及び公設試験研究機関は案内書又はパンフレット
　　

様式７号、共同研究事業計画書

共同研究事業計画書
　
	企業名又は機関名
（共同で入居する場合はすべての機関を記入してください）
	（代表者）
（共同者）





ものづくり研究開発センターでの活動概要
	就業予定者数
	男　　　　名、女　　　　　名
	希望駐車台数
	台

	
就業時間
	
　　　　　　　～
	
休　　　日
	



１　これまでの主な事業概要

２　入居後の製品開発、商品開発の計画概要
　　（共同開発の場合は分担や体制がわかるように記述してください。）
３　計画スケジュール
　　（商品化までの計画を記述してください。）
４、資金計画の概要
　
５　持ち込む主要設備機器
	名　　　称
	使　用　目　的
	数　　　量
	使用・容量等

	


	
	
	



６　主要取り扱い薬品等　　
	名　　　称
	使　用　目　的
	数　　量
	使用・容量等

	


	
	
	




７　使用設備の概要
	電　　　力
	１００Ｖ
	単相
	KW

	
	２００Ｖ
	単相
	KW

	
	
	三相
	KW

	ガ　　ス
	プロパンガス
	□／日

	
	特殊ガス
	種類
	使用量

	
	
	
	／日

	
	
	
	／日

	
	
	
	／日

	上　　水　　道
	通常
	□／日

	
	最大
	□／日

	排出物
	区分
	種類
	排出量

	
	排水
	
	□／日

	
	排気
	
	□／日

	
	廃棄物
	
	□／日

	通信設備
	電話概数
	
	

	
	ＦＡＸ線数
	
	

	
	光フレッツネクスト
	
	

	
	その他
	
	



※この共同研究事業計画書は、入居審査の資料といたしますので、できるかぎり詳細に記入してください。


様式８号、直近３カ年の決算書

財務状況（直近３期分の実績を記入）　　　
　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	企　業　名
	

	                                        　　　　　           
	／
	／
	／

	①売上高
（当期収入合計額）
	
	
	

	②経常利益
（当期収入合計額－当期支出合計額）
	
	
	

	③当期利益（税引前）
	
	
	

	減価償却費
	
	
	

	繰越利益剰余金
（次期繰越収支差額）
	
	
	

	研究開発費
	
	
	



※代表者以外の参加者もそれぞれ記載してください。
※大学及び公設試験研究機関は作成の必要はありません。
※直近３期分の決算書を添付してください。


